平成18年3月3日、総務常任委員会、01号、p-52

（小田嶋委員長）

○小田嶋　委員長　　日程第７「議案第108号平成18年度鎌倉市一般会計予算（第10款総務費・第５項総務管理費のうち生涯学習推進担当所管部分及び世界遺産登録推進担当所管部分、並びに35目支所費及び57目市民活動推進費を除く25目企画費から60目諸費、第20款衛生費・第15項環境対策費及び第45款土木費・第20項都市改革費のうち企画部所管部分）」について、原局から説明を受けます。
◎瀧澤　総務部次長　　それでは、25目企画費から説明いたします。予算説明書の44ページを、内容説明の34ページから38ページを御参照ください。
　10款総務費、５項総務管理費、25目企画費は5,309万9,000円で、企画総合計画の経費は（仮称） [image: image1.png]
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自治基本条例制定支援業務委託料などを。都市政策の経費は、まちづくり審議会委員報酬などを。事務管理の経費は、市民が使いやすい庁舎とするための修繕料や行政評価アドバイザーの報償などを計上いたしました

平成18年2月定例会、23日、02号、p-92以降

（石渡市長）

　それでは、平成18年度予算案に盛り込んだ主な事業について、第３次鎌倉市総合計画の将来都市像である、豊かな歴史的遺産と自然環境、特に、残された緑の保全に努めることを基調に「古都としての風格を保ちながら、生きる喜びと新しい魅力を創造するまち」の実現に向けた六つの将来目標の柱とその分野に沿って順次御説明いたします。
　まず初めに、第２期基本計画の政策・施策を進める上で土台となる「計画の前提」について申し上げます。「市民自治」については、市民自治の基本となる理念や原則を定める（仮称） [image: image3.png]
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自治基本条例の制定に向けて、幅広い市民との協働によって取り組んでまいります。「行財政運営」については、地方分権社会の確立を視野に入れ、さらに効率的な行財政運営を行うため、引き続き行財政改革を推進します。また、公共用地や公共施設の効率的な利用を図るため、そのあり方を再検討し、全市的配置計画の策定に着手いたします。また、事業実施のための基礎条件である「人口」「土地利用」「環境」については、庁内の横断的な取り組みを推進します。
　次に、六つの将来目標の柱の第１である『人権を尊重し、人との出会いを大切にするまち』について申し上げます。
平成18年2月定例会、3月1日、04号、p-52以下

（納所輝次議）

　（仮称） [image: image5.png]


[image: image6.png]


自治基本条例の制定について伺います。地方行政における第三の改革と呼ばれる地方分権一括法が2000年４月１日に施行され、はや６年がたとうとしております。施行後、間もなく分権法の枠組みを生かした活発な試みが全国の自治体で行われ始めたと聞いておりますが、特に市民活動促進の観点に着目するときに、既に鎌倉市では市民活動の活発な取り組みが行われております。例えば深沢小学校とＰＴＡが取り組んでいるふれあい広場、地域住民による七里ガ浜の花のまちづくり運動、若宮大路周辺の企業、住民が取り組んでいる沿線の美化運動などの先進的な市民活動は、全国でも分権法の枠組みが生きる先進的事例として注目されております。また、鎌倉市では市民と行政が協働しての取り組みが行われており、例えば学識経験者、市民委員による漁港改修委員会の結成と市民との意見交換会などはその代表例であり、行政と住民、市民団体とが対等な関係で行政計画や決定に関与したものとして特筆されます。こうした背景から、鎌倉市における地域自決への土壌は、高いレベルにあると自負してよいのではないかと考えます。そして、その基本となるものが、（仮称）自治基本条例の制定であります。
　公明党は、真の地方自治の確立を目指すために、基本理念、基本原則や市民参画と協働の仕組みなど、自治体経営の基本を明らかにする自治基本条例を市民との協働で制定することを訴えてまいりました。鎌倉市における地域自決のための仕組みづくりと団体自治、住民自治に向けた意識の喚起は参加と連携という具体的な行動によって同時に達成することが最も有効な方法であると考えます。鎌倉市における（仮称）自治基本条例の平成19年度制定に向けての条例素案検討の進捗状況を伺います。
（石渡市長）

　次に、 [image: image7.png]


自治基本条例の制定についての御質問でございました。（仮称）自治基本条例の制定におけましては、市民自治の確立を目指し、その基本理念と基本原則、市民参画と協働の仕組みなど、自治体運営の基本にかかわります事項を明らかにしてまいりたいと考えております。
　条例を検討するための事務として、昨年の10月、市民自治を考える市民フォーラム、これを開催いたしました。その後、条例を検討するための参加登録者を募集をいたしましたところ、107名の方から参加登録をちょうだいしたところでございます。現在は、この107名の方々と自治基本条例について勉強会などを通して開催をいたしておりまして、市民検討チームの運営について協議をいたしておるところでございます。今後、４月以降、検討に入れるように現在準備を進めておるところでございます。
（岡田和則議員）

　石渡市長は、新年度予算を「元気な鎌倉創造予算」と銘打って、少子高齢化や防犯、社会基盤整備に力を入れるとのことですが、私たちは第３次鎌倉市総合計画第２期基本計画前期実施計画が、向こう５年間の計画との認識から、平成18年度が実施計画の最初の年ということを強く意識しながら、順次質問項目に入ります。
　まず第一に、（仮称） [image: image8.png]


自治基本条例についてお伺いします。自治基本条例とは、自治体の憲法とうたわれているように、自治体運営の基本を明らかにし、市民にとって身近なことはできる限り地域で行おうとする市民自治の基本となる理念や原則を定める条例と認識しております。しかしながら、一方で憲法や地方自治法等の法律で書き尽くされていることから、新たに条例を制定する必要がないという理由や、努力義務や宣言的内容を規定するにすぎず、だれに何も具体的に義務づけるものではないといった理由などからくる不要論もあることは事実です。我が会派では、今後進展するであろう地方分権の背景から、自治基本条例には、その意義と重要性があると認識しており、制定に向け努力していただきたいと考えておりますが、市民にとって有益で市民の意思を反映したものにしなければならないと思っています。
　そこで第１点目は、現在、制定・運用に向け、市民の方の意見を取り入れている段階とは思いますが、多種多様化する市民ニーズの中から、どのように理念、原則だけではなく、市民のためになる条例にしていくのかお伺いいたします。また２点目は、この条例のことを知らない市民の方もまだ多いと思います。そうした市民の方々にどのように知っていただくかも大事な要素と考えますが、周知はどのようにしていくのかお伺いいたします。
（石渡市長）

◎石渡徳一　市長　　民主党鎌倉市議会議員団　岡田和則議員の御質問に順次お答え申し上げます。
　まず、（仮称） [image: image9.png]


自治基本条例の制定についての御質問でございました。これまでの活発な市民活動と地方分権の流れを受けまして、鎌倉の特徴を生かした市民自治の確立を目指します、その基本理念、また基本原則はもとより、市民参画や協働の仕組みなど、自治体運営の基本となる事項を明らかにする必要から、（仮称）自治基本条例を制定いたしたいと考えております。このような条例を制定することによりまして、市民にとりまして、身近なことは、できる限り地域で行う市民自治がさらに進んでまいるというふうに考えております。
　また、市民の方への周知でございますが、市民自治の基本となる条例だからこそ、市民とともにつくっていかなければならないと考えております。そのためには、たくさんの市民の方々に条例の必要性を認識をしていただきたいというふうに思っております。従来から実施しております広報やホームページなどを活用するとともに、条例の検討過程で、現在、参加登録いただいている市民の方の御協力もいただきながら、さらに多くの市民の皆様方を取り込むパブリックインボルブメントの手法など活用をさせていただく中で、条例の必要性が周知をされていくものというふうに認識をいたしております。
（森川千鶴議員）

　また、最近では市もさまざまな施策の形成段階で市民参加を求めるようになりました。第３次総合計画の第２期基本計画策定に当たっても、市民公募で100人会議をつくり、さまざまなテーマについて議論していただきました。部会によっては夜遅くまで何回も会議を重ね、議論を深める努力をしたと伺っています。しかし、実際に多くの時間と労力をかけてまとめた答申案が計画策定に十分生かされなかったのではないかという不満の声を会議のメンバーだった何人かの方から伺いました。市民の意見がそのまますべて施策に生かされるというものでないということは理解しておりますが、現在、 [image: image10.png]


自治基本条例の策定に向けても市民の声を生かそうと市民検討チームがつくられ、活動を始めたところと聞いております。こうした会議が市民参画や協働のアリバイづくりとならないよう、本当の意味での協働を図っていただきたいと考えますが、市民参画についての市としてのお考えをお聞かせください。
（石渡市長）

　また、市民参画についてのお尋ねでございました。第２期基本計画の策定に当たりましては、市民感覚を生かした計画づくりを行うため、新しい取り組みとして、明日の鎌倉を創る市民100人会議を設置いたし、市民感覚を生かした御提言をちょうだいしたと思っております。提言はそのままの形で、すべて盛り込めたわけではございませんが、その趣旨の多くは計画に反映できたと思っております。今後も計画づくりや事業実施に当たりましては、できる限り幅広い市民参画、協働を得ながら進めてまいりたいと考えております。
（森川議員）

本来、まちづくりとは、その町の風土に即して50年先、100年先を展望して、高齢者も子供たちも安心して暮らし続けられる町をつくることだと考えます。そのためには、豊かな自然を守り、環境に負荷をかけない暮らし方と次世代にツケを回さない施策が求められています。しかし、今回の予算の内容、私に言わせますと、やはり内容が乏しく、どういう鎌倉の町をつくろうとしているのか市長のビジョンが見えません。地方分権の時代、 [image: image11.png]


自治基本条例を制定しようとするのであれば、首長として目指すべき鎌倉の姿を明確に示し、市政運営に取り組んでほしいと考えます。
　以上、代表質問をこれで終わらせていただきます。
